
 

 

平成２４年度行政評価

（平成２３年度事務事業評価）

最終評価結果報告書

平成２４年８月

古賀市役所　総務部　人事課



 

●最終評価について

　　平成２３年度実施事業の最終評価対象事業は、平成２３年度施政方針の主要施策に謳われている事業とした。

　　但し、次の事業は除いている。

　　　・既に終了した事業…平成２３年度までで終了している事業のため除く。

　　　・計画策定事業…策定した計画に基づき、どのように事業を展開したか、その結果どのような効果があったかを評価すべきもの

　　　　　　　　　　であり、平成２３年度はその計画を策定したにすぎないため除く。

　　　・臨時的事業（建設事業）…実施計画において事業の実施が了承（事前評価）されていること及び建設してすぐに効果が測れる

　　　　　　　　　　事業でないことから除く。

●最終評価方法

　　事業担当課による一次評価、担当部長による二次評価を基に、経営改革推進本部において最終評価を実施した。

　　評価は、「事業の必要性」、「効率性」、「成果」、及び「今後の方針」の４項目とする。

　　また、評価項目の「今後の方向性」において「見直しの上継続」と評価された事業については、担当課において拡充／改善計画を

　作成し、経営改革推進本部の承認を得ることとし、承認された計画については、確実に実施していくこととする。

●最終評価対象事業と評価結果

番号 基　本　事　業　名　称 担 当 部 担 当 課

規
模

経
費

1 災害対策事業 総務部 総務課 4 2 3 3 － －

2 防犯事業 総務部 総務課 3 3 3 3 － －

3 生活相談事業 総務部 総務課 3 3 4 3 － －

4 校区コミュニティ活動推進事業 総務部 地域コミュニティ室 4 3 3 2 4 4

5 事務事業改善事務 総務部 人事課 4 3 3 3 － －

6 公共交通網整備事業 総務部 経営企画課 4 3 3 2 4 4

7 定住化促進事業 総務部 経営企画課 4 3 3 2 4 4

8 住民情報管理事務 市民部 市民国保課 5 3 4 2 3 2

9 税賦課徴収事務 市民部 市税課 5 3 3 2 4 4

10 環境保全推進事業 市民部 環境課 3 3 3 2 3 4

11 先進的エネルギーシステム活用推進事業 市民部 環境課 3 3 4 2 4 4

12 健康づくり啓発事業 保健福祉部 予防健診課 4 4 3 2 4 4

13 感染症対策事業 保健福祉部 予防健診課 5 3 3 3 － －

14 子育て家庭訪問事業 保健福祉部 子育て支援課 5 4 4 3 － －

15 耕作放棄地対策事業 建設産業部 農林振興課 4 4 3 3 － －

16 農業経営支援事業 建設産業部 農林振興課 4 3 3 3 － －

17 地産地消推進事業 建設産業部 農林振興課 4 3 3 3 － －

18 商工業活性化事業 建設産業部 商工政策課 3 3 3 3 － －

19 地元産品販路拡大事業 建設産業部 商工政策課 4 3 3 2 4 3

20 商店街活性化事業 建設産業部 商工政策課 3 3 3 3 － －

21 観光情報発信事業 建設産業部 商工政策課 3 3 3 3 － －

22 就労支援事業 建設産業部 商工政策課 4 4 3 3 － －

23 地籍調査事業 建設産業部 建設課 4 3 3 2 4 4

24 小学校学力向上事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

25 部活動活性化事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

26 児童生徒生活環境改善事業 教育部 学校教育課 4 4 4 2 4 4

27 小学校心の相談事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

28 中学校心の相談事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

29 小学校学習環境づくり支援事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

30 中学校学習環境づくり支援事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

31 小学校環境適応支援事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

32 中学校環境適応支援事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

33 中学生職業体験学習事業 教育部 学校教育課 4 4 4 3 － －

34 特別支援教育事業 教育部 学校教育課 5 4 4 3 － －

35 市民活動支援事業 教育部 生涯学習推進課 3 3 3 2 4 3

最終評価結果

必

要
性

効

率
性

成

果

方

向
性
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

成
　
果

最
終
評
価

3

避難資機材や非常食等の備蓄は予定通り実施しているが、自主防災組織の組織率は43.1%と福岡県の組織率79%を大きく
下回っており、また防災訓練まで実施している行政区はわずかであるため、より一層の構築支援が必要である。全体と
しては概ね成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、ハザードマップ配布、自主防災組織構築支援についての市民の満足度は高
く、県の「地震に関する防災アセスメント調査」の結果も踏まえ、今後も災害への備えを継続され
たい。

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

災害への備えであることから、市が積極的に実施する必要がある。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

2

大規模災害という発生確率が低いものへの備えであることから、効率性が高いとはいえないが、今後も積極的に実施し
ていく必要がある。

基本事業名 01
災害対策事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 01 災害対策の強化

施　　策 01 防災体制の充実

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 05 安全で安心して暮らせるまちづくり

担当課 101000 総務部・総務課 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 総務部長 横田　昌宏



２－１ 



 

 

２－２ 



 

 

 

２－３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 

平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 総務部長 横田　昌宏

担当課 101000 総務部・総務課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 05 安全で安心して暮らせるまちづくり

政　　策 02 防犯の強化

施　　策 01 防犯体制の充実

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

古賀市では、平成14年の1,612件をピークに犯罪発生件数は減少傾向にあるが、犯罪の多様化や県内で暴力団による発砲
事件が発生するなど、未だ市民の安全で平穏な生活は脅かされ続けており、安全で安心して暮らせる市民生活を確保す
るため、防犯体制の充実や暴力団対策の強化が求められている。

基本事業名 01
防犯事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

防犯灯設置補助等の従来の施策に加え、JR古賀駅前に防犯カメラを設置するなど防犯体制の強化に努めている。しかし
ながら、自主防犯組織は17団体と目標を下回っており、今後のさらなる取り組みが求められる。全体としては、成果は
概ねあったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

防犯灯設置補助やまちづくり大会といった事業により、市民の防犯・暴追意識の向上につながってきていると思われ、
効率性は概ねあると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、市民の防犯活動の支援や暴力追放市民大会等への市民の満足度は高く、今後
も犯罪の少ないまちづくりのため、防犯体制の充実と暴力団対策の強化を軸に事業を継続された
い。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

成
　
果

最
終
評
価

4

利用者数は堅調に推移しており、各種相談の解決に寄与していると考えられることから、成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

事業満足度調査では、消費者生活相談事業に対する市民の満足度は高く、今後も事業を継続された
い。

必
　
要
　
性

最
終
評
価

3

市民生活にかかる様々な課題の解決やトラブル防止のため、市の相談支援は概ね必要であると判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

市が事業を実施することで市民の負担が軽減・平準化されており、効率性は概ねあると判断する。

基本事業名 01
生活相談事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 07 生活支援の充実

施　　策 01 生活トラブル防止・解決の支援

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 06 すこやかで元気あふれるまちづくり

担当課 101000 総務部・総務課 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 総務部長 横田　昌宏
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

成
　
果

最
終
評
価

3

市内8校区のうち7校区について運営支援を行っており、未設立の1校区についても設立に向けた支援を行っていることか
ら、概ね成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 4

事業満足度調査では、当該事業に対する満足度が低かった。校区コミュニティが浸透していないこ
とが要因として考えられるため、市民への周知にも力を入れ、防災や保健福祉の分野との連携も見
据えて事業をの充実を図られたい。

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

行政区の枠を超えた新たな自治組織の構築のため、市が設置・支援の方向性を打ち出している事業であり、市の関与の
必要性は高いと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

財政支援のほか、活動内容の助言や周知などを行い、各校区の組織運営が円滑になされる一助になっていることから、
効率性は概ねあると判断する。

基本事業名 01
校区コミュニティ活動推進事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 03 共働のまちづくりの推進

施　　策 02 校区コミュニティ活動の推進

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 07 互いに認めあいみんなでつくるまちづくり

担当課 101500 総務部・地域コミュニティ室 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 総務部長 横田　昌宏
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 総務部長 横田　昌宏

担当課 102000 総務部・人事課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 01 互いに認めあいみんなでつくるまちづくり

政　　策 02 適正な行財政運営の推進

施　　策 03 行政機能の向上

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

行財政運営の効率化、成果重視の行政運営、総合振興計画の進行管理、市民への説明責任、職員の意識改革につながる
ものであり、必要性は高いと判断する。

基本事業名 01
事務事業改善事務

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

事業満足度調査を実施し、内部評価に市民の満足度を加えた評価の仕組みを構築した。また、システムへの移行、第4次
総合振興計画に合わせた政策体系の見直しも実施し、今後の評価制度の地盤作りを行ったことから、概ね成果があった
と判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

主要事業について事業満足度調査を導入し、市民の満足度を加味した評価・改善を行った。また、主要事業の評価結果
のホームページでの公表も開始し、効率性は概ねあると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

3 － －

手法について適宜改善を加えながら、今後も事業を継続されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

二次評価者 総務部長 横田　昌宏

担当課 103000 総務部・経営企画課 最終評価年月日 平成24年8月6日

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 04 住みやすい生活環境の整ったまちづくり

政　　策 02 交通環境の形成

施　　策 02 移動手段の確保

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

市として市民の移動手段の確保は重要であることから、必要性は高いと判断する。

基本事業名 01
公共交通網整備事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

成
　
果

最
終
評
価

3

路線バスについては目標達成で推移しており、基本事業全体として概ね成果があったと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

バス路線については、自主運行や委託等の手段と比較検討の結果、最も費用対効果の高い補助という手段を選択してお
り、効率性は概ねあると判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 4

事業満足度調査では、路線バス運行補助と地域おでかけサポートの各事業について市民の満足度が
高いが、利用者が限られるサンコスモシャトルバス実験運行については満足度が低い結果となっ
た。平成24年度から路線バスの小竹線が増便となり経費も拡大している。シャトルバスの利用状況
等も分析し、適宜改善を加えながら事業を実施されたい。
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平成23年度     基本事業管理表 [ 4 / 4 ]

（政策体系図）

評価基準

5：実施が義務付けられた事業、4：市が実施する必要がある事業、3：市が実施する必要が概ねある事業、

2：市として実施する必要があまりない事業、1：市として実施する必要がない事業

評価基準

4：費用対効果が得られた事業、3：費用対効果が概ね得られた事業、2：費用対効果があまり得られていない事業、

1：費用対効果が得られていない事業

評価基準

4：目標を達成している事業、3：目標を概ね達成している事業、2：目標をあまり達成できていない事業、

1：目標を達成できていない事業

※ 方向性

   3:現状維持､2:見直しのうえ継続､1:廃止､0:終了

　【方向性が2の場合】

     規模 … 4:拡大､3:維持､2:縮小      経費 … 4:拡大､3:維持､2:縮小

成
　
果

最
終
評
価

3

定住を促すプロモーションビデオの作成や、市のホームページへのアクセスを誘導するリスティング広告の掲示等によ
り、市内外に広く情報発信することができ、人口も増加傾向で推移していることから、概ね成果があったと判断する。

今
後
の
方
向
性

方向性 評価者コメント
規模 経費

最
終
評
価

2 4 4

事業満足度調査では、市民の満足度はやや高く、今後も様々な定住化策を打ち出して人口の増加を
図り、健全な市政運営につなげられたい。

必
　
要
　
性

最
終
評
価

4

人口減少社会が進む中、定住化促進は市政の安定につながる重要な事項であり、必要性は高いと判断する。

効
　
率
　
性

最
終
評
価

3

転居時の情報収集に有効なインターネット上への広告掲示により市内外へPRを行うことができ、人口も増加傾向で推移
していることから、効率性は概ねあると判断する。

基本事業名 01
定住化促進事業

評価区分 評価点 そ　の　理　由

政　　策 05 適正な行財政運営の推進

施　　策 06 定住化の促進

最終評価者 経営改革推進本部

基本目標 07 互いに認めあいみんなでつくるまちづくり

担当課 103000 総務部・経営企画課 最終評価年月日 平成24年8月6日

二次評価者 総務部長 横田　昌宏


